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おわりに
はじめに
近年、我が国においては企業組織再編のあり方が大きく変化している。新たな企業組織
形態の出現に対応する形で組織再編制度、連結会計制度、会社法など様々な組織形態に関
する法制度が整備され、これによってより柔軟な形での組織再編が可能となり、様々な形
態の企業グループが組織できるようになった。
このような時代背景を考慮して、我が国の法人税法においても、平成13年度以降に組織
再編税制や連結納税制度などが整備され、現在においては企業グループを対象とした会計
制度や法制度が着実に定着してきているといえる。さらに企業グループに関わる諸制度は
今後も進展し様々な法人の組織形態の多様化が進むものと思われる。
法人の組織形態の多様化が進むにつれて法人税法では、課税の公平性や中立性等を確保
することが必要となり、平成22年度の税制改正１においてグループ法人税制に関する整備
が行われた。
そこで本稿では、まず会社法における組織再編の類型（合併、会社分割、株式交換・株
式移転）の概要を示し、その上で今回の税制改正において整備された法人税法における支
配関係・完全支配関係のあり方、さらには100％グループ内の法人間における税制改正を
考察することとする。
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１ 本稿にて取り上げている平成22年税制改正におけるグループ法人税制は、原則として平成22年10月１日
以後の取引について適用される。
【図表 1　企業組織再編】
類　型
会社分割
株式交換・移転
合併
吸収型再編
計規 2③三十二
吸収分割
株式交換
吸収合併
新設型再編
計規 2③五十四
新設分割
株式移転
新設合併
我が国においては企業グループに関する会計制度や法制度が整備されたことによって今
後もさらなるＭ＆Ａや様々な企業組織再編の形態が進むことと予想され、このことによっ
て会社法や法人税法においてもより柔軟な改正が求められるとされる。
このような考え方に立脚して、今回の税制改正はどのような考え方によって改正が行わ
れているのかが重要となってくるのである。そのため今後の企業グループがどのような方
向性をもって進んでいくのかを考えるにあたっても非常に注目すべき税制改正となってい
るといえる。
Ⅰ会社法における組織再編の類型
我が国の会社法において、企業の組織再編と区分されているものに関しては幾つかあげ
られるが、その代表的なものとしては以下のように整備されている。
会社法では、会社分割に関する規定は、「第５編　組織変更、合併、会社分割、株式交
換及び株式移転」の項目に含まれており、さらに、「事業分離等に関する会計基準」と
「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に従って会計処理を行う
こととされている。
会社法上において会社分割とは、吸収分割と新設分割の二種類に分かれている。会社の
複数の事業を切り離して、他の会社に承継させることを会社分割といい、このような会社
分割のうち、分割した事業を既存の会社に引き継がせるものを吸収分割といい（会法2二
十九）、分割した事業を新設した会社に引き継がせるものを新設分割という（会法2三十）。
このような会社分割の制度は、平成12年改正商法において創設された制度である。当初
は分割に際して事業を承継する会社が発行する株式を分割会社に割り当てる分社型（物的
分割）と当該株式を分割会社の株主に割り当てる分割型（人的分割）という二種類に区分
されていた。
しかし現行における会社法においては分社型（物的分割）に一本化され、人的分割に関
しては物的分割とその後の剰余金の分配と実質的に同様となるため、人的分割制度は廃止
され、人的分割を行う場合は物的分割と同時に剰余金の分配の手続を実施することとなる。
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【図表 2　分割の内容】
１．吸収分割の内容
　【分割前】 　【分割後】
株主甲
Ａ社
株主乙 Ｂ社
分割部門
分社型分割（物的分割）
分割型分割（人的分割）
株主甲
株主乙
分割部門
Ｂ社
Ａ社
Ａ社株主甲
分割部門
株主乙 Ｂ社
135
企業組織再編の会計と税務
２．新設分割の内容
　【分割前】
（参考資料）辰巳忠次　辰巳八栄子　『新会社法の会計・税務マネジメント』三協法規　2007　
　　　　　　Ｐ.158 を参考に作成
　【分割後】
株主甲
Ａ社
分割部門
株主甲
株主甲
Ａ社
Ｃ社
Ａ社 Ｃ社
分社型分割
分割型分割
次に株式交換及び株式移転であるが、これに関しては、平成11年商法改正によって創設
された制度であり、会社が他の会社の発行済株式の100％を有する完全親子会社関係を円
滑に構築するための制度である。
このうち株式交換とは、株式会社がその発行済株式の全部を他の株式会社または合同会
社に取得させることをいう（会法2条31項）。このことによって100％子会社となる会社の
株式を100％親会社となる会社に取得させて、100％子会社の株主に新たに発行することと
なる100％親会社となる会社の株式を割り当てることによって完全親子会社の関係を構築
できることとなるのである。また、会社法の下では、株式会社に発行済株式を取得させる
株式交換のほかに、合同会社に発行済株式を取得させる株式交換（会法770条、771条）も
認められている。さらに株式交換には略式株式交換と簡易株式交換がある。完全子会社が
完全親会社の特別支払会社に該当する場合には、株主総会の決議が不要となる。株式交換
でも簡易株式交換が認められており、対価が純資産の５分の１を超えない場合には、完全
親会社での株主総会による承認は不要となる。
一方、株式移転とは、一つまたは二つ以上の株式会社がその発行済株式の全部を新たに
設立する株式会社に取得させることをいう（会法2条32項）。つまり株式移転を利用すると、
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【図表 3　株式移転と株式交換の比較】
項　目
条　　文
仕　　組
契約書の
作成　　
承認機関
株式移転
会社法772条
完全親会社を新設
子会社株式を現物出資することに
よって親会社を新設し、当該親会
社株式を子会社株式に交付
不可能　　　　　　　　　　　　
完全親会社は新設されるため計約
当事者が不在
完全親会社は新設のため完全子会
社の株主総会のみ
株式交換
会社法767条
他社を完全子会社化
完全子会社となる会社の株式と交
換に完全親会社となる会社の株式
を交付
完全親会社となる会社、完全子会
社となる会社との間で契約書を締
結
原則として完全親会社および完全
子会社の株主総会にて承認
（参考資料）新日本監査法人編著　『資本取引の会計・税務』　中央経済社 2006　Ｐ.151 を参考に作成
各社の株式を新しく創立する会社に取得させて、各社の株主に新設会社の株式を割り当て
ることによって、新設会社が100％親会社となる完全親子会社関係を構築できることとな
るのである。旧商法では、株式移転により、完全子会社となる会社の株主の有する株式は
設立される完全親会社となる会社に全て移転し、完全子会社となる会社の株主は完全親会
社となる会社が発行する株式の割当てを受けて親会社の株主となることであったが、会社
法では子会社の株主の有する株式が全て親会社に移転する場合のみではなくなった。
上述のとおり、株式交換と株式移転は両社とも完全親子会社関係を構築するための制度
ではあるが、この両者を比較すると下記の通りにその制度の相違があり、利用者の判断に
よって使い分ける必要が生じてくることとなる。
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２．株式移転
　　　　　【株式移転前】
※Ａ社株式をＣ社株式に交換し、Ｂ社株式をＣ社株式に交換した結果、Ａ、Ｂ社はＣ社の
　完全子会社となる。
（参考資料）辰巳忠次　辰巳八栄子　『新会社法の会計・税務マネジメント』三協法規　2007　Ｐ.159
を参考に作成
　　【株式移転後】
株主甲 Ａ社 株主甲
株主乙
Ｃ社
Ａ社
Ｂ社
株主乙 Ｂ社
最後に合併の概要であるが、合併とは複数の会社が合併契約によって一つの会社となる
組織再編行為のことをいう。通常は、企業競争力の強化や市場占有率の向上および拡大、
経営の多角化等を目的として行われる。営業の全部譲受や株式交換等による100％子会社
化も合併と同様の経済的効果をもたらすことができるが、合併に関しては合併した後に存
続する会社または合併によって設立した新会社が、被合併会社の資産、負債、その他権利
義務を承継して、被合併会社は合併によって消滅するという点で異なる。
合併の形態には新設合併と吸収合併という二つの合併形態がある。会社を新規に設立さ
せて、新設会社に各社の所有する権利義務を引き継がせることによって、各社を消滅させ
る合併形態を新設合併といい（会法2二十八）、一つの会社を存続会社に選び、他の会社の
所有する権利義務を引き継がせることによって、他の会社を消滅させる合併形態を吸収合
併という（会法2二十七）。新設合併に関しては合併した当時会社の両社が一旦すべて消滅
することとなるので、営業を行っていく上での許認可等の取り直しが必要となる場合や、
設立における各種手続きや事務に対する負担が大きくなるため新設会社が軌道に乗るまで
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【図表 4　株式交換と株式移転の内容】
１．株式交換
　　　　　【株式交換前】
※Ｂ社株式をＡ社株式に交換した結果、Ｂ社はＡ社の完全子会社となる。
　　【株式交換後】
株主甲 Ａ社
株主乙 Ｂ社
株主甲 Ａ社
株主乙 Ｂ社
【図表 5　合併の内容】
１．新設合併
　　　　　【合併前】 　　　　　【合併後】
※合併によってＢ社は消滅
株主甲
株主乙
Ａ社 株主甲
株主乙
Ｂ社
Ｂ社
２．吸収合併
　　　　　【合併前】
（参考資料）辰巳忠次　辰巳八栄子　『新会社法の会計・税務マネジメント』三協法規　2007　Ｐ.157
を参考に作成
※合併によってＡ、Ｂ社は消滅
株主甲
株主乙
Ａ社
Ｂ社
株主甲
株主乙
Ｃ社
に大きな時間やコストがかかることとなる。このような理由から実務においては吸収合併
の方法を採用することによってスムーズに合併後の営業活動につながると考えられる。
これまで概要ではあるが、企業組織再編の手段と組織形態に関して説明してきた。会社
法における企業組織再編の選択肢（本稿においては会社法における代表的なものとして会
社分割、株式交換および株式移転、会社合併とする）は組織再編を目指している会社のお
かれた立場・現状や会社が抱えている問題点の解決によって様々な選択ができるようにな
っている。どの選択肢を選ぶかによって会社における組織再編のメリットも様々なものが
ある。
会社分割に関しては、企業内に事業部門が複数存在することによって各部門の経営上の
衝突による経営効率が低下する場合がある。そのようなデメリットを取り除くために会社
分割を活用することよって個別に事業部門を分離・独立させることができれば経営効率の
安定および向上につながる効果が期待できる。さらに多角化経営等を含めた複数の事業部
門の独自性や効率性を高めることにもつながる。
株式交換に関しては、企業買収を画策するためには多額の資金を用意する必要があるが、
株式交換を選択することによってそのような資金調達の必要性がなくなり、時間もコスト
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も削減することができる。
さらに会社は別法人として存続することから従業員を含むステークホルダーからの抵抗
が最小限で済むことが期待できる。また株式移転に関してはそれぞれの会社の独自性を活
用しながら新たな企業集団の形成が期待でき、より大きな企業グループの構築に役立つこ
ととなる。
企業組織再編を行うことによって、100％親子関係の会社が創設されたり、また複数の
企業による企業グループが創設されたり、様々な形態の企業形態が展開し、その規模も大
規模化することとなる。
このような組織再編を行うに際しては、組織再編後の会社の利益や経営の効率化はもち
ろん重要となってくるが、それ以上に株主をはじめとするステークホルダーへの説明責任２
をきちんと果たすことによってより多くの出資を創出させることが重要となってくる。そ
うすることによって企業の土台となる資本の安定化が図ることが期待できるのである。
旧商法の時代から始まって現在の会社法に至るまでの過程における期間において企業に
おける組織再編制度は急速な勢いで進展をしつづけてきた。その中で行われてきた様々な
資本取引関連の改正によって、事業の再構築の必要性や買収・事業統治等を含む企業活動
の国際化の流れを考慮した、より柔軟で簡素化された再構築ができるようになり、今後も
より多種多様な企業グループの出現および大規模化した企業グループが想定できる。この
ような現状や将来を想定して、法人税法においても企業グループや組織再編に伴う税制改
正を行っている。
Ⅱ法人税法における支配・完全支配関係
企業グループを対象とした法制度や会計制度が定着しつつある現状において、税制にお
いても持株会社制度のような法人の組織形態の多種多様化３に対応するとともに、課税の
中立性や公平性等を保つ必要性が生じていることから平成22年税制改正において資本に関
する取引等に係る税制の見直しが行われた。
この改正によって平成22年10月1日以降、完全支配関係のある法人間での一定の取引に
関してグループ法人税制が適用されることとなった。これは資本金の大小に関係なく、
100％支配関係を基準として対象となる。なおグループ法人税制とは、グループ経営の実
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２ ここでいう説明責任には企業組織再編に関する説明責任のほか、会計に関する説明責任（アカウンタビ
リティ）も含まれる。企業組織再編によってどのような会計的な効果が示されるかということも投資家を
含む利害関係者（ステークホルダー）には重要な説明となってくる。
３ 我が国の法人税法において、組織再編の方法としては合併、分割、現物出資、現物分配、株式交換、株
式移転をその手段として定めている。
態を反映した税制として整備されるものであり、100％資本関係のある企業グループを一
体の企業とみなして課税することである。
ここで重要となってくるのが完全支配という関係のことである。今回の税制改正では支
配関係および完全支配関係の定義づけが行われている。この定義に沿って支配関係と完全
支配関係の両者を区別することでグループ法人税制の適用の有無を判断することとなる。
法人税法における支配関係とは、当事者間の支配関係と法人相互の支配関係の二つの関
係のことをいう。（法法2十二の七の五、法令4の2①）。
当事者間の支配関係とは一の者（一の法人または個人）４が他の法人の発行済株式または
出資の50％超を直接または間接的に保有している関係のことである。なお一の者が法人の
発行済株式等の50％超を保有している場合において当該する一の者と当該する法人との間
の関係を直接支配関係といい、以下1～2に記載している者が他の法人の発行済株式等の
50％超を保有している場合には、当該する一の者は当該他の法人の発行済株式等の50％超
を保有することとみなすこととしている。
１．当該する一の者およびこれとの間に直接支配関係がある一または二以上の法人
２．当該する一の者との間に直接支配関係がある一または二以上の法人
また、法人相互の支配関係とは、一の者との間に当事者間の支配関係がある法人間の相
互の関係のことである。
以上のような規定に該当する関係の場合には支配関係が成り立っていることとなるので
ある。なお今回の税制改正においては支配関係自体の改正は行われていないため、支配関
係それ自体の内容については以前からの内容とまったく変更はなく、完全支配関係の定義
づけができたことに伴って、支配関係に関しては法人税法施行令第4条の2第1項に規定し、
法令上においてその内容が整備されたのである。
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４ 一の者が個人であるケースでは、その該当する個人およびこれと特殊の関係のある個人（その個人の親
族等）のことを指す。
【図表 6　支配関係の内容】
一の者
法　人50％超
（参考資料）国税庁ＨＰ
http://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/hojin/kaisei_gaiyo2010/pdf/07.pdf を参考に作成。
※上記1の場合
※上記2の場合
一の者
法　人
50％超 50％超
法　人
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【図表 7　完全支配関係の内容】
１．当事者間の完全支配関係
２．法人相互の完全支配関係
一の者
法人
一の者
法　人 法　人
100％
100％ 100％
（参考資料）中村慈美　『図解グループ法人課税　平成 22 年版』　大蔵財務協会　2010　Ｐ.5　を参考
に作成。
法人税法における完全支配とは、当事者間の完全支配関係と法人相互の完全支配関係の
二つの関係をいう（法法2十二の七の六、法令4の2②）。
当事者間の完全支配関係とは、一の者が法人の発行済株式等の全部を直接または間接的
に保有する関係のことである。なお一の者が法人の発行済株式等の全部を保有する場合に
おける当該する一の者と当該する法人との間の関係を直接完全支配関係といい、以下の1
～2に記載している者が他の法人の発行済株式等の全部を保有するときは、当該する一の
者は当該他の法人の発行済株式等の全部を保有するものとみなす。
１．当該する一の者およびこれとの間に直接完全支配関係がある一または二以上の法人
２．当該する一の者との間に直接完全支配関係がある一または二以上の法人
また法人相互の完全支配関係とは、一の者との間に当事者間の完全支配関係がある法人
間の相互の関係のことである。
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みなし直接完全支配関係
みなし直接完全支配関係
100％
100％
一の者Ａ
20％
80％
他の法人Ｂ2
一の者
法人Ｂ1
他の法人Ｂ2
法人Ｂ1
直接完全支配関係（100％）
【図表 8　みなし直接完全支配関係の例】
〈ケース 1〉
〈ケース 2〉
（参考資料）中村慈美　『図解グループ法人課税　平成 22 年版』　大蔵財務協会　2010　Ｐ.6
国税庁ＨＰhttp://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/hojin/kaisei_gaiyo2010/pdf/07.pdf
を参考に作成。
このような完全支配関係の図式に加え、完全支配関係の判定において、いわゆる「みな
し直接完全支配関係」という関係がある。直接完全支配関係とは、前述のとおり、一の者
が法人の発行済株式等の全部を保有している場合における当該する一の者と当該する法人
との間の関係となっていた。「みなし直接完全支配関係」とは、当該する一の者がこれと
の間に直接完全支配関係がある法人を通じて他の法人の発行済株式等の全部を保有する場
合における当該する一の者と当該他の法人との間の関係を一般的に「みなし直接完全支配
関係」といっている。
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上記【図表8】における「みなし直接完全支配関係」を説明すると、一の者が法人の発
行済株式等の全部を保有している場合において、当該する一の者と、当該する法人との間
には直接完全支配関係が成り立つ。
また、一の者が法人の発行済株式等の全部を直接保有している場合のみならず、下記1
～2に当てはまるように、一の者がこれとの間に直接完全支配関係がある法人（Ｂ1）を通
じて他の法人（Ｂ2）の発行済株式等の全部を保有する場合においても、当該する一の者
と当該他の法人（Ｂ2）との間には直接完全支配関係が成り立つこととなる。
１．一の者およびこれとの間に直接完全支配関係が成り立つ法人（Ｂ1）が他の法人（Ｂ2）
の発行済株式等の全部を保有している場合（直接保有割合　＋　間接保有割合＝
100％）・・・ケース1の場合
２．一の者との間に直接完全支配関係が成り立っている法人（Ｂ1）が他の法人（Ｂ2）の
発行済株式等の全部を保有している場合（間接保有割合100％）・・・ケース2の場合
さらに、直接完全支配関係が成り立っているとみなされた当該他の法人（Ｂ2）との間
に直接完全支配関係が成り立っている別の法人がある場合には、当該する一の者と当該す
る別の法人との間にも当然ではあるが、直接完全支配関係があるとみなすことができる。
グループ法人税制が適用されるにあたっては、まず支配関係と完全支配関係との判定が
重要であり、完全支配関係と判定された場合は、100％グループ内の法人としてグループ
法人税制の適用を受けることとなる。なお、完全支配関係と100％グループ内の法人とは
同意とされる。つまり、判定によって完全支配関係が成り立っているとされた法人のこと
を100％グループ内の法人というのである。
また平成22年4月1日以後に開始する事業年度から、他の法人との間に完全支配関係が成
り立っている法人の確定申告書の添付書類に、当該法人との間に完全支配関係がある他の
法人との関係を系統的に示した図が追加されることとなった（法規35四、37の12五、改正
法規附則2①）。
会社の組織再編の形態は、会社分割、株式交換・移転、会社合併など様々な手法が存在
するが、そのような手法によって編成されたグループ企業は法人税法上においてはやはり、
資本関係を大前提として100％グループ内の法人であるか、もしくはそうではないという
判定のもとでグループ法人税制の適用有無を示していることとなる。企業グループを構築
している法人にとって、グループ法人税制の適用は、メリット・デメリットがその法人の
置かれている立場によって異なってくるはずである。そのため企業グループ内における資
本関係の構築が重要となっており、このことによってメリットを受けることができたり、
デメリットを回避することも考えることができる。
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Ⅲ平成22年改正グループ法人税制の内容
これまでみてきたように、平成22年税法改正によって、グループ法人を含む資本に関係
する取引等に関する改正が行われ、グループ法人に関しては、支配関係及び完全支配関係
の定義が明確となり、完全支配関係と判定された法人は100％グループ内の法人としてグ
ループ法人税制の適用を受けることとなる。このように判定された100％グループ内の法
人において今回の税制改正では様々な改正が行われたが、ここではそのうち主なものを示
し、どのような影響があるのかを考察していく。
① 100％グループ内の法人間の譲渡取引の損益の繰延べ
内国法人（普通法人および協同組合等）が、譲渡損益調整資産５を当該する内国法人と
の間に完全支配関係がある他の内国法人（100％グループ内法人）に譲渡した場合に、そ
の譲渡損益調整資産に係る譲渡利益額もしくは譲渡損失額は、その譲渡した事業年度の所
得の金額の計算上、それぞれ損金の額もしくは益金の額に算入することによって、その譲
渡損益を繰り延べることとなった（法法61の13①）。
改正前は通常の法人と同様に、譲渡があった段階で譲渡損益を計上していたが、この改
正によって資産のグループ内での取引によって生じた譲渡損益に関しては、その資産がグ
ループ外に移転する等の時まで計上を繰り延べるというものである。なお資産の譲渡に関
して棚卸資産、簿価1,000万円未満の資産等は対象外とされている。
また、譲渡法人が譲受法人との間に完全支配関係でなくなった場合（100％グループか
ら離脱した場合）には、譲渡損益調整資産に係る譲渡利益額または譲渡損失額（100％グ
ループ時代に繰り延べていた部分）に相当する金額を、その譲渡法人がそのグループから
の完全支配関係でなくなった日の前日の属する事業年度の所得金額の計算上、益金の額ま
たは損金の額に算入することとなる（法法61の13③）。つまりグループ内法人であるか、
そうでないかによってその法人の損益に大きな影響ができるのである。そのため大きな譲
渡があった場合にはグループの離脱に関してはより慎重な判断が必要となる。
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５ 譲渡損益調整資産とは、固定資産、土地、有価証券、金銭債権および繰延資産で下記に示しているもの
以外のものをいう。
・売買目的有価証券
・譲受法人において売買目的有価証券とされる有価証券
・その譲渡の直前の簿価が1,000万円に満たない資産
② 100％グループ内の法人間の寄附
内国法人（普通法人および協同組合等）が、当該する内国法人との間に法人による完全
支配関係がある他の内国法人（100％グループ内法人）に対して支出した寄附金の額があ
る場合においては、その寄附金全額を損金不算入とするとともに、当該する他の内国法人
が受けた受贈益の額についてはその全額を損金不算入とすることとされた（法法25の2、
37②）。
完全支配関係がある法人の間の寄附金の損金不算入に関しては、内国法人が各事業年度
において、当該する内国法人との間に法人による完全支配関係がある他の内国法人に対し
て支出した寄附金の額に関しては、当該する内国法人の各事業年度の所得金額の計算上、
損金の額に算入させないこととした（法法37②）。
また完全支配関係がある法人の間の受贈益の益金不算入に関しては、内国法人が各事業
年度において当該する内国法人との間に法人による完全支配関係がある他の内国法人から
受けた受贈益の額は、当該する内国法人の各事業年度の所得金額の計算上、益金の額に算
入されないこととした（法法25の2①）。
このことによって、改正前では100％グループ内法人Ａから同じ100％グループ内の法人
Ｂへの寄附に関しては、Ａは寄附金の限度額内で損金算入として処理し、Ｂは全額益金算
入として処理していたが、この改正によってＡは全額損金不算入、Ｂも全額損金不算入と
することになった。
③ 100％グループ内の法人間の現物分配
内国法人が行う現物分配６のうち、被現物分配法人がその現物分配が行われる直前にお
いて当該する内国法人との間に完全支配関係が成り立っている内国法人のみであるものを
適格現物分配とし、適格現物分配による資産の移転を行った場合には、当該適格現物分配
の直前の帳簿価額による譲渡をしたものとする制度が創設された（法法2十二の十五、62
の5③）。
このような100％グループ内の法人間のおける現物分配は、被現物分配法人の資産の取
得価額は当該帳簿価額に相当する金額とされ、被現物分配法人が適格現物分配によって資
産の移転を受けたことによって発生する収益の額は、各事業年度の所得金額の計算を行う
ときは、益金の額に算入せずに当該帳簿価額に相当する金額を利益積立金額に加算するこ
ととなる（法法62の5④、法令9①四、123の6①）。
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６ 法人がその株主等に剰余金の配当等やみなし配当によって金銭以外の資産の交付をすること。なお現物
分配によってその有する資産の移転を行った法人のことを現物分配法人という。
④ 100％グループ内の法人からの受取配当等の益金不算入
配当等の金額の計算期間中において、継続して内国法人との間に完全支配関係が成り立
っていた他の内国法人の株式または出資を完全子法人株式等と呼ぶこととし、完全子法人
株式等に関して受ける配当等の金額については、負債の利子を控除することはせずに、そ
の全額が益金不算入とすることとなった（法法23①④－⑤）。なおこれは連結納税制度に
おいても同様の措置が取られることとなった。
つまり、100％グループ内法人Ａから同じ100％グループ内の法人Ｂへの配当金に関して
は負債利子控除はなしとされたが、このＢがグループ外の法人から配当金を受ける場合に
は負債利子控除があることとなるのである。
⑤ 100％グループ内の法人の株式の発行法人への譲渡に係る損益
内国法人が、その内国法人が所有している株式を発行した他の内国法人で当該する内国
法人との間に完全支配関係が成り立っている場合には、みなし配当の額が発生する要因と
なる事由（みなし配当事由）によって金銭やその他の資産の交付を受けた場合や当該事由
によって当該する他の内国法人の株式を有しないこととなった場合には、その株式の譲渡
対価の額は譲渡原価の額に相当する金額とされ、当該事由によって生ずる株式の譲渡損益
を計上しないこととした（法法61の2⑯）。
このようなケースの譲渡益相当額または譲渡損相当額に関しては、当該する内国法人の
資本金等の額に加算または減産することとなり、当該する他の内国法人が種類株式発行法
人の場合には、資本金等の額に加算または減産する金額に関しては、発行済株式の時価総
額に占める各種類株式の時価の割合によって按分するなどの計算規定の整備が行われた
（法令8⑥）。
⑥ 大法人の100％子法人等に対する中小企業向け特例措置の適用の見直し
法人のうち各事業年度終了の時において1.資本金の額または出資金の額が5億円以上で
ある法人、2.保険業法に規定する相互会社（外国相互会社を含む）、3.法法第4条の7に規定
する受託法人、の1～3に該当する法人との間に当該する法人による完全支配関係がある普
通法人については以下の（1）～（5）の中小企業向け特例措置が適用されないこととされ
た（法法66⑥、67、81の12⑥、143⑤、法令139の6の2、措法42の3の2、57の10①、61の4
①、66の13、68の8、68の59①、68の66①、68の98）。
（1） 軽減税率
（2） 特定同族会社の特別税率の不適用
（3） 貸倒引当金の法定繰入率
（4） 交際費等の損金不算入制度における定額控除制度
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（5） 欠損金の繰戻しによる還付制度
以上のように平成22年税制改正で行われたグループ法人税制の概要を考察してきたが、
このグループ法人税制は、企業グループの一体的な運営が進展している現状を踏まえて、
そのグループ経営の実態を反映させた税制として整備されているといえる。このことによ
って100％資本関係のある企業グループを一体の企業とみなして課税しようとするもので
あり、このことによってグループ内における資産や資金の移転に関して課税関係が生じる
ことがなく行うことができ、効率的な事業資産の配置、資金移転、組織再編が可能となっ
たのである。
しかし改正事項の⑥大法人の100％子法人等に対する中小企業向け特例措置の適用の見
直しに関しては、あくまで中小企業優遇のために設けられた制度であって、大法人の子法
人にこれが適用されるのはおかしいとの理由によって適用除外となっている点はデメリッ
トが大きく、これに該当してくる法人も少なくないはずである。
このようにグループ企業における組織再編には税制面から考慮するとメリット、デメリ
ットが両立し必ずしもグループを構成することがよいとはいいきれない。しかしそのグル
ープが立たされている現状をよく考慮することによってこのグループ法人税制はそのグル
ープの価値を大いに高めることができると予想される。つまり企業の組織再編は必要に応
じた機動的な再編によって、そのグループのあるべき形態を見直すきっかけとなるはずで
ある。
おわりに
本稿は、平成22年税制改正におけるグループ法人税制の改正を踏まえて会社法における
企業組織再編の形態と税制面におけるグループ法人課税のあり方を考察してきた。
会社法において代表される企業組織再編として、会社分割、株式交換・移転、会社合併
の手法を考察し、その手法を使用するにあたって企業が置かれている立場によってそれぞ
れを使い分けて組織再編することが可能となっている。
このような手法を利用して組織再編をし、企業グループとして新たな組織形態になった
場合に、100％資本関係のある企業グループを一体の企業とみなして課税するグループ法
人課税の整備が平成22年税制改正によって行われた。
この改正によって100％グループ内の法人間における様々な税制面での改正が行われ、
このことによって完全支配関係にある100％グループ内の法人においては税制面における
メリット・デメリットが両立することとなった。グループ内の企業をひとつの法人として
捉えて税制面だけを考慮すると中小企業の特例措置の不適用などデメリットが際立って見
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えるが、ひとつのグループとして捉えるなら今回の改正に関しては一概に有利・不利と断
定はできないが、活用しだいではグループ経営に有利に働く可能性も十分に秘めている。
近年、我が国においては企業の組織再編や企業統治の変化が進展し、今後も企業の組織
再編によって大規模化した企業グループ誕生の可能性が大いにあるといえる。それに伴っ
て課税の中立性や公平性等を確保するためにグループ法人課税においても様々な変化が生
じる可能性があるが、グループ全体としての税制面でのメリットを追うか、グループ内の
各法人がそれぞれの税制面でのメリットを追うかによって全く異なった結果が生じてくる
可能性がある。しかし組織再編を行ってグループとしてひとつの企業グループを構成して
いる以上は、多少のデメリットも考慮しながらグループ全体の利益を考えて経営するべき
であるし、大規模化した企業グループのメリットを最大限引き出して利益を追求すべきで
あるといえる。
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